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Ⅰ 事業概要  
 
１．事業内容  
（１）事業目的  

  

 我が国企業数の約９９％を占めている中小企業・小規模事業者（中小企業基本法（昭和

３８年法律第１５４号）第２条第１項の定めによる。以下、中小企業等。）は、革新的な技

術の創造の担い手として、また地域経済の担い手として我が国の産業競争力の源泉をなす

存在であり、その事業活動の活性化は日本経済の成長と発展のために必要不可欠である。  

 中小企業等の経営者年齢の高齢化が進む中、円滑な事業承継により事業価値を次世代に

引き継ぐことは日本経済の活力を維持するために非常に重要であり、国や自治体をはじめ、

各方面から事業承継の早期取組や円滑な実施の必要性が叫ばれている。「未来投資戦略２

０１８」においても、中小企業等の円滑な世代交代を通じた生産性向上を図ることが明記

されている。また、中小企業等自身も事業承継に関して問題意識を感じている企業は多く、

民間の調査によると、事業承継を経営上の問題として認識している企業は約７割にものぼ

る。  

 このように、事業承継に対する問題意識は広がっているものの、事業承継を具体的に進

めるにあたり、後継者の選定や税負担への対応、債務・保証・担保の承継など課題は様々

ある中、知的財産を含む無形資産は、目に見えにくい経営資源という特徴から、対応が困

難と言われている。  

しかしながら、知的財産は企業における競争力の源泉であり、円滑に事業承継を進める

ために知的財産の承継は避けて通れない課題である。しかしながら、知財を切り口とした

事業承継の課題やその対処手法を体系的かつ具体的に取りまとめられたことは無く、知的

財産の承継にどのように取り組むべきか検討する必要がある。  

 また、上述のとおり、事業承継の意義は事業価値を次世代に引き継ぎ日本経済の活力を

維持することにあるが、その為には単に先代が営んできた事業をそのまま継続させること

が必ずしも正しい承継方法ではない。先代から承継した経営資源、すなわち知的財産を、

新たな状況下でいかに活用していくかも重要となる。  

 そこで、本調査実証研究は、経営資源として知的財産に焦点を絞り、中小企業等の事業

承継における知的財産の取扱いを現状分析した上で、専門家による事業承継支援を試行し、

事業承継において知的財産をどのように扱えば良いのかを明らかにするとともに、企業価

値向上につながる事業承継の手法や支援ニーズを実証研究することで、中小企業及び中小

企業支援者（支援機関）に資する知財を切り口とした事業承継マニュアルを整備するとと

もに、特許庁における中小企業等向け知財支援施策検討に資する基礎資料を作成すること

を目的とした。  
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（２）実施方法  

 

 本調査の実施にあたっては、以下の項目に関する調査を実施しとりまとめを行った。  

 

 

（１）国内文献調査  

（２）事業承継の支援者に対するヒアリング調査  

（３）中小企業等に対する調査実証研究  

（４）中小企業事業承継調査委員会（有識者）委員会の設置と運営  

（５）マニュアルの作成  

（６）調査実証研究報告書の作成  
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２．現状の支援手法に対する知的財産面に関する分析・まとめ  
 

 知財を切り口とした事業承継において重視すべき視点と支援方法を下記の通り整理した。

こうした視点をもって支援方法を検討し、実践させていくなかでの知見の獲得蓄積が重要

と考える。  

 

（１） 円滑な知的資産・知的財産の承継を促進するためのコミュニケーションツールを提

供することが必要  

 

 多くの文献において、事業承継を企業全体の課題として取り組むことが指摘されている。

例えば、「知的資産経営報告書」や「事業の未来を描くためのつなぐノート」は知的財産・

知的資産の「見える化」には有用であり、事業承継支援のツールとしても有用と考えられ

る。しかし、こうした既存ツールでの知的資産・知的財産に関する記述は十分ではないと

考えられる。  

 知的資産・知的財産について経営者と後継者の対話を進めるためには、抜け漏れなく全

体を俯瞰できることが重要であり、知的資産・知的財産に関するツールを活用し、知的資

産・知的財産を今後どのように「磨き上げ」ていくのかに注目してもらい、現経営者と後

継者の対話を促進させることを強く意識することが重要となる。  

 また、知的財産承継が創業者など特定の個人依存から脱却するための方策の１つとなる

こともあり、そうした点を強調し、ツールの認知度を高めていくことが重要となる。  

 

 

（２） 知的資産・知的財産の存在の重要性に気付かせるための「目利き役（外部の専門家・

支援機関）」の存在を経営者・後継者に知らせることが必要  

 

 事業承継を進めるうえで外部専門家の役割を重要視する記述が多くの文献で目立ってい

る。専門家としては中小企業診断士や弁護士、会計士が例示されているが、知的資産・知

的財産について知的財産の専門家をあげているケースは見られなかった。  

 また、中小企業との接点を持つ地域金融機関において、知的資産・知的財産の強みを見

つける「目利き力」を高めていくための方法・手段ついて重要度は高まっている。支援機

関としての金融機関の役割強化に資するマニュアルが近年編纂されていることからも、金

融機関における知的資産・知的財産の価値に関する目利き力を高めようとするニーズに応

えることが重要となる。  

 身近な存在である地域金融機関から経営者・後継者に対する働きかけを通じて、中小企

業の知的資産・知的財産の見える化を促すのかに着目していくことが重要となる。  
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（３） 見落とされがちな知的資産・知的財産を抜けもれなく把握していくことの重要性を

知らせることが必要  

 

 複数のマニュアルにて事業承継に関するトラブル事例として、準備が不十分で企業価値

を希釈されているケースや毀損させているケースが複数の文献で例示されている（例えば、

上記 II．１．（１）（ｉ）「対象文献一覧」⑦中小機構_支援者向け事業承継支援マニュアル、

⑧事業承継ガイドライン等、下図表参照）。こうした事例は、取組の断面を切り出したもの

であり、知財を切り口とした事業承継の過程を例示するものでは必ずしもなかった。  

 ①会社で権利化している知的財産、②経営者が個人名で保有している知的資産・知的財

産、③会社や経営者が持つ技術やノウハウで権利化されていないものがある中で、①はイ

メージしやすいが、②や③については見落とされがちであり、承継のタイミングで漏れて

しまう可能性もある。  

 支援を行う際の視点の一つに、ツールを活用した漏れの無い問いかけが重要であるとい

う意識を、支援する側（専門家を含む支援者、支援機関ほか）にも持たせることが必要と

なる。  

 

図表  2-6 ：事業承継に関するトラブル事例（抜粋）  

 
 
【事例２】早期・計画的な取組ができなかった失敗事例  
（対策を講じないまま子に社長職を譲り、社長解任に至ったケース）  
 
 （中略）  
 社長交代以降、Ｂが主導して急速な経営改革を断行し、新規顧客の開拓

や利益率の改善、経費圧縮等により会社の業績は回復。単年度収益の黒字

転換を果たすことが出来たことに加え、若手従業員のモチベーションも向

上していた。しかし、Ａは会社運営に関する相談をほとんど持ちかけられ

なかったことから内心面白くなく、加えて一部の古参従業員から不満をぶ

つけられたこともあり、臨時株主総会を開催してＢを解任してしまった。 
社長に返り咲いたＡを中心に事業は続けられているが、社内の不和を主因

として赤字に転落。取引先からは不自然な社長交代に関する問い合わせが

相次ぎ、取引継続に関する不安が高まっていた。  
このような状況のもと、ＢはなんとかＡを説得して再度社長に復帰して業

績回復を実現したいとしているが、Ａの了解が得られず膠着状態が続いて

いる。  
 
 （中略）  
 
 どのような規模、どのような状況の会社であっても、その会社から製品・

商品・サービスを選び、購入してくれる顧客がある限り、それぞれの会社

にとっての知的資産があり、事業運営に活用されている。  
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 例えば、中小企業においては経営者と従業員の信頼関係が事業の円滑な

運営において大きな比重を占めていることが多い。そのため、経営者の交

代に伴ってかかる信頼関係が喪失することで、従業員の大量退職に至った

事例も存在する。このような事態を防ぐためには、自社の強み・価値の源

泉が経営者と従業員の信頼関係にあることを後継者が深く理解し、従業員

との信頼関係構築に向けた取組を行う必要がある。  
 

 （出所）中小企業庁「事業承継ガイドライン」（ 14～ 19p）より  

 

 

 

 （出所）中小機構「支援者向け事業承継支援マニュアル」（ 24～ 25p）より  

 

 

（４） 目に見えない経営資源の事業承継の（支援）方法を例示することが必要  

 

 事業承継に関する文献の多くのページは、経営の承継に関する記述が中心となっており、

経営者の関心事である税制面などの金銭的な事項に関してページが割かれていることが多

い。知的資産・知的財産について項目を挙げている文献はあるが、その具体的な承継の方

法や支援する際の留意点等を整理したものは見られなかった。  
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 事業承継の支援を担う主体として、伴走型のコンサルタント業務において中小企業診断

士が全体にわたって関わることが有用と考えられる。ただし、経営者の自らの「気づき」

を促すにはどうすればよいのかという観点で支援に臨むことが重要となる。  

 他方、知的資産・知的財産に関する問いかけや経営者等の疑問に対して迅速な応答が必

要となる場面も少なくないと捉え、中小企業診断士のみならず、知的資産・知的財産の専

門家（弁理士や弁護士）を交えた討議を行うことも重要となる。  

 特に、既存のマニュアル（事業承継ガイドライン等）を利用する場合には、支援を受け

る中小企業等の経営者や後継者と、支援する支援者や支援機関が着実に「知的資産・知的

財産」に関する課題や解決するべき事項に対する共通認識をもって取り組むことが重要と

なる。  
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Ⅲ 事業承継の支援者に対するヒアリング調査  
 

 事業承継において知的資産・知的財産を意識する段階は、「経営状況・経営課題等の把握

（見える化）」と「事業承継に向けた経営改善（磨き上げ）」が主となる。ここでは知的財

産に対する専門的知見の不足等を鑑み、これらの段階において中小企業等が自社の知的資

産・知的財産に着目する意識は十分ではないと考えた。  

 このような実態（知財を切り口とした事業承継における課題）をより正確に把握するた

めに、中小企業等の事業承継の支援を行う者へのヒアリング調査を行った。  

 

１．ヒアリング調査実施概要  
 
（１）ヒアリング調査対象一覧  

  

 多くの中小企業等の事業承継支援を実施し、事業承継における中小企業等の実態を十分

把握している者を対象とし１０  拠点（社、機関等）・１名以上を選定した。選定したヒア

リング調査対象は以下の通りであり、中小企業等における事業承継の実情や支援の実態に

詳しい支援経験者や支援機関である。  

 

図表  3-1：ヒアリング調査対象一覧   ※50 音順  

支

援

経

験

者  

ジュピター・コンサルティング株式会社  代表取締役  大山  雅己氏  

名南 M&A 株式会社  代表取締役社長  篠田  康人氏  

一般社団法人ベンチャー型事業承継  代表理事  山野  千枝氏  

一般財団法人知的資産活用センター  理事・事務局長  吉栖  康浩氏  

支

援

機

関  

大阪商工会議所   

大阪府事業引継ぎ支援センター  

統括責任者（プロジェクトマネージャー）

上宮  克己氏、中小企業振興部次長  尾島  

昌彦氏  

尼崎信用金庫  事業支援部  部長  幸田  務氏  

公益財団法人三重県産業支援センター   
三重県事業引継ぎ支援センター   

統括責任者  齋藤  雅伸氏  
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きらぼし銀行  

コンサルティング事業部   

上席調査役  菅井  一人氏  

調査役  梶原  史郎氏  

公益財団法人あいち産業振興機構  
あいち事業承継ネットワーク事務局   

統括コーディネーター  竹川  時彦氏  

福邦銀行  

営業統括部  法人営業グループ  

課長  下中俊彦氏  

上席調査役  山内啓伍氏  

 

 
（２）ヒアリング調査項目  

 

 ヒアリング調査項目は以下の通り。  

 

１．事業承継に関する支援の経験・実績ほかについて  

①事業承継に係る支援のご経験  

②これまでの活動内容で特徴的な事案  

 

２．事業承継にかかる知的財産面（知的資産面）に関する取組内容と課題について  

①一連のプロセスの中で、知的財産面（知的資産面）について具体的にどのような活

動を促してきたか？   

②今後、知的財産面（知的資産面）についてどのような活動が必要になると想定して

いるか？  

③事業成形に際して知的財産的な要素の重要性を感じることがあるか？  

④知的財産面（知的資産面）について、どのような点で苦労した経験等があるか？  

⑤知的財産面（知的資産面）について、支援する企業等で現在抱えている課題として

どのようなものがあるか？  

⑥これまでに取り組んでいなかったプロセス・活動の中で、支援者が自力では取り組

めなさそうなものや大きな困難が生じそうなものはあるか？  

 

３．支援人材・支援体制に関する現状について  

①これまでに直面した知的財産面（知的資産面）の課題等についてどのように解決し

てきたか？  

②解決にあたりどのような人材や機能を利用して、どのような役割で貢献したの

か？  

③外部者（ここでは知財専門家）をどのように活用していくとよいか？  
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④協働できる知財専門家がいれば、協働したいと思うか？  

⑤課題が出てきてから解決までにどの程度の時間を見込むか？  

⑥今現在抱えている案件に対しては、どのような知的財産面のサポートがあると前

進しそうであるか？  

 

４．知財を切り口とした事業承継に関する参考図書について  

①現在準備を進めようとしているマニュアルやガイドラインに対する活用意向や要

望は？  

②人材に対する支援・サポートに対して、どのような取組を期待するか？  

③事業承継を希望する経営者に対して、どのような情報発信を期待するか？  

 

 

２．ヒアリング調査結果  
 
（１）調査結果  

 

調査項目別に主だった指摘や意見を整理した。  

 

１．事業承継に関する支援の経験・実績ほかについて  

 

①  事業承継に係る支援のご経験  

 

 業種や企業規模を問わず多くの中小企業等における経営上の課題として支援要請があげ

られており、事業承継に関するニーズが高まっていることが共通する指摘として挙げられ

る。一方、知的資産・知的財産の承継ということについては、拾い切れていない傾向も垣

間見える。  

  

 

②これまでの活動内容で特徴的な事案  

 

 それぞれの機関において、多様な支援が実施されていることが確認できる。こうした支

援のなかで、知的財産の扱いは決して共通化されているものは見られないものの、支援者

側の理解や認識の高さから常に話題として触れるような支援が行われていることがわかる。 
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２．事業承継にかかる知的財産面（知的資産面）に関する取組内容と課題について  

①一連のプロセスの中で、知的財産面（知的資産面）について具体的にどのような活動を

促してきたか？   

 

 それぞれの機関において、事業承継時の経営者に対するヒアリングを通じて、取り組む

べき経営課題を明らかにし、その中で知財との関係に着目する支援が行われていることが

わかる。その際、ツールを有効活用して支援を行っているケースが多いことがわかる。ま

た、事業承継時に知的財産が話題になることが少なく、支援対象企業、支援機関（支援者）

双方について、知的財産・知的資産に対する意識の向上が求められている。  

 

 

②   今後、知的財産面（知的資産面）についてどのような活動が必要になると想定している

か？  

 

 事業承継の課題解決を目指す経営者との向き合い方に応じ内容に差があるが、経営者が

自ら考えることが重要という背景から、支援する側からの一方的な提案ではなく、経営者

の気づきを促したり、一緒に取り組んでいく考え方で助言等をおこなったりと経営者と向

き合うような支援を行っているケースが多いことがわかる。  

 

 

③事業承継に際して知財的な要素の重要性を感じることがあるか？  

 

 知的資産・知的財産に対する認識や理解が十分に深まっていない経営者が少なくないこ

とが共通する指摘である。  

 

 

④知的財産面（知的資産面）について、どのような点で苦労した経験等があるか？  

 

 知的資産・知的財産に対する認識や理解が十分に深まっていないことで、承継活動の進

捗が遅延するケースが多いことがわかる。また、ツールの活用についても作成することが

目的となってしまい、その後の活動が停滞してしまうケースも指摘されている。  

 

 

⑤知的財産面（知的資産面）について、支援する企業等で現在抱えている課題としてどの
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ようなものがあるか？  

 

 支援先の企業における課題は多様な内容が指摘されている。事前の整理がなされていな

いことから時機を逸してしまうケースもあり、支援する側の認識として、事前の聞き取り

による現状把握の重要性が認識されている。特に、金融機関は日常的に企業経営者とのコ

ミュニケーションのなかでその企業の課題を抽出する役割が期待され、金融機関から企業

に対する働きかけを促すことも重要と考えられる。  

 

 

⑥これまでに取り組んでいなかったプロセス・活動の中で、支援者が自力では取り組めな

さそうなものや大きな困難が生じそうなものはあるか？  

 

 外部の支援者の役割の重要性に関する指摘は共通している。経営者における理解不足も

あり、取り組むにあたり早期より外部専門家や支援機関の関与を求める声が多い。  

 

 

 

３．支援人材・支援体制に関する現状について  

①これまでに直面した知的財産面（知的資産面）の課題等についてどのように解決してき

たか？  

 

 「見える化」「磨き上げ」といった承継プロセスのそれぞれにおいて経営者における理解

不足を解消することを行う支援者が多い。他方、支援する側としてのレベルアップを求め

る指摘もあり、こうした指摘に応える取組に対する期待は高いと考えられる。  

 

 

②解決にあたりどのような人材や機能を利用して、どのような役割で貢献したのか？  

 

 支援する側と支援される側のコミュニケーション機会を増やすための提案がなされてい

ることが目立つ。支援機関においては、外部専門家を迎え応対する機能を設けるといった

工夫が行われている。  

 

 

③外部者（ここでは知財専門家）をどのように活用していくとよいか？  
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 外部専門家の活用について、適材適所で専門家の活用を促していくことが共通する指摘

である。  

 

 

④  協働できる知財専門家がいれば、協働したいと思うか？  

 

 すでに外部の知財専門家を活用した支援を実施している支援機関があるが、多くは未実

施であり、知財専門家、特にビジネスや事業承継にも明るい知財専門家との連携・協働を

希望する声が多い。  

 

 

⑤  課題が出てきてから解決までにどの程度の時間を見込むか？  

 

 事業承継に関する所要期間として短期間での対応は困難、数年（３～５年程度）とする

指摘が共通である。  

 

 

⑥今現在抱えている案件に対しては、どのような知財面のサポートがあると前進しそうで

あるか？  

 

 知的財産の価値評価や事業の強みを表現するための活用につながるようなサポートが有

効との指摘が共通である。常に知的財産を意識させるとともに、「魅せる化」といった発展

的な知的財産活用を提案することを提案する支援者も見られる。  

 

 

 

(4) 知財を切り口とした事業承継に関するマニュアル等の参考図書について  

①現在準備を進めようとしているマニュアルやガイドラインに対する活用意向や要望は？  

 

 マニュアルやガイドラインに対する活用意向は共通する要望となっている。  

 

 

②人材に対する支援・サポートに対して、どのような取組を期待するか？  

 

 経営者が自ら事業承継に取り組むことが重要であるが、外部支援者を上手に活用してい
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くことを理解して相談してもらうことがあわせて重要だとする指摘が複数の機関からあっ

た。  

 

 

③事業承継を希望する経営者に対して、どのような情報発信を期待するか？  

 

 知的財産や知的資産という言葉では、あまり響かないと思う。例えば「知恵を承継する」

というシンプルなキーワードを前面に出すとよい。経営者にとってイメージしやすく、自

身の問題意識につながる可能性が高くなるとの指摘が複数あった。また、承継がすぐ身近

にせまっていることも伝えること。土地・株などの資産ではなく、知恵やビジネスのよう

な見えにくいものについても今のうちから検討するべきであることを伝えるとよいといっ

た指摘があった。また、理解した経営者がしかるべき支援窓口を活用してもらうように促

すことも重要との指摘が複数の機関からあった。  
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（２）調査結果総括  

 

（ｉ）事業承継支援の現状について  

 

 知的財産を切り口とした事業承継支援において、支援対象企業自体に知的資産・知的財

産の承継に対する意識が高くないこともあり、多くの支援者において知的財産・知的資産

に対する経営者や後継者に対する問いかけが少なく（薄く）、十分な気づきや注意喚起を実

施できていないことが確認できた。このことより、支援対象たる中小企業、支援機関双方

に対して、気づき・注意喚起につながる取組が必要と考える。  

 今後、事業承継に対する支援ニーズは増加していくことから、知的財産を切り口とした

支援の対象となる企業もあわせて増えていく。このため、特許庁からの情報発信に期待す

る声が多かった。  

 

（ⅱ）事業承継にかかる知的財産面に関する取組内容と課題  

 

 各プロセス・活動を実施するうえで必要となる知的財産の知識や知見の把握は、見えな

い資産という観点からも、特に時間をかけて行う必要がある。よって、「見える化」は、事

業承継に着手する前段階から取り組むことが効率的であるとする意見が複数みられた。こ

のような課題について、事業承継に対する支援ニーズをいち早く捉える機関（金融機関、

事業承継支援機関）に普及が必要と考える。  

 また、その企業の準備の程度により、現経営者からの知的財産や知的資産に関する整理・

棚卸しが実際の経営の承継のタイミングに間に合わないケースもあるため、承継するべき

知的財産・知的資産が埋没するケースは増えていくとの指摘もあった。  

 さらに、事業承継に関わる支援者として、知的財産面の深い議論に対応できる人材は少

ない現状が垣間見えた。事業承継時においても、知的財産面の課題に対する解決をになう

専門家や支援機関の早期の関与が重要であり、事業承継支援を担う専門家に対しても、知

的財産面の周知・啓発が必要とする指摘は支援機関からもあげられた。  

 

（ⅲ）支援人材・支援体制に関する現状について  

 

 支援体制として、支援機関、支援人材に対する外部の支援資源が必須になる点は共通し

ていた。地域支援機関も間接的に案件を紹介されるケースが殆どであり、機関連携による

支援を前提に考えるべきとの指摘があった。また、支援機関間での目線・認識を共通にで

きるツールへの利用ニーズは強いと言える。  

 金融機関は規模が小さな金融機関ほど外部機関を活用せざるを得ない実情がある。事業
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承継のプロセスに入った段階で、外部専門家に委ねるケースが多い結果、知見が支援機関

に蓄積されないケースもあるとの意見が複数の金融機関からあがっている。将来的には、

金融機関独自の支援提案へとつなげることが重要で、そのためのツールに対しても期待は

大きい。  

 

（ⅳ）知財を切り口とした事業承継に関するマニュアル・ガイドラインについて  

 

 現場で活用されるマニュアル・ガイドライン等の作成について強い要望を得た（特に、

金融機関、地域支援機関）。実装段階での配慮として、可能な限りコンパクトで、「さっと

見てもらい、自分自身の課題を理解できる」「コミュニケーションのきっかけとなる」チェ

ックシートと支援者側から補足できるような説明用のスクリプトが別紙で整理された手引

き程度で十分との声が多い。本調査研究事業で検討した、気軽に提示できるツール（マニ

ュアル・チェックシート）について提供を求める声は大きいことが確認できた。  
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Ⅳ 中小企業等に対する調査実証研究  
 

 調査対象者 (中小企業等 )に専門家を派遣し、当該企業の知的財産の「見える化」や「磨き

上げ」の支援を試行しつつ、事業承継期における知的財産の承継に関する課題やポイント

の抽出、さらには、効果的な支援の在り方の実証研究を行った。  

 

１．調査実証研究の概要  
 

（１）調査実証研究対象企業の公募  

 専門家による事業承継支援調査を実施する調査対象について、事業承継の準備を進めて

いる、または、今後５年以内で事業承継の検討が必要になると予想される中小企業等（の

現代表者（実権者を含む））とした。  

 調査対象企業を公募により１５社程度選定するとして、以下の概要による公募を実施し

た。公募準備として中小企業等に提出させる応募書類の雛形を作成した。また、公募内容

を周知するウェブページを準備し、応募書類については電子データ又は紙で受け付けるこ

ととし、それぞれの受付窓口を設置した。  

 

図表  4-1：調査実証研究  公募概要  

公募期間  一次募集  

 令和元年 10 月 10 日（木）～令和元年 11 月 1 日（金）  

二次募集  

 令和元年 11 月 2 日（木）～令和元年 11 月 13 日（金）  

 ※所定採択数に至ったため、募集を終了  

公募対象  事業承継についてすでに取り組んでいる、または今後５年以内に検

討したいと考えている中小企業で、自社の強みのあるアイデア・ノ

ウハウ等の知的資産を見える化、磨き上げることで、新規事業展開

や事業拡大を目指す企業。  

知的財産権（特許等）を保有していなくても、ノウハウ、ブランドな

どの知的財産を保有していれば応募可とする。  

周知手段  専用ウェブページを準備し、当該ページより募集要項および申込用

紙を提供した。  

申込方法  事務局メールアドレス（ ip-syoukei@murc.jp）に、記入した「申込用

紙」をファイル添付にて提出。  

または、事務局ファックス番号（052-307-1126）に、記入した「申込
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図表  4-3：専用ウェブページ  
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２．調査対象者の選定  
 

（１）調査実証研究対象企業の選定基準  

 

 調査実証研究対象企業１５社程度の選定を行うための選定基準を作成した。選定基準は

有識者委員会にて助言を受けつつ確定させた。選定基準に沿って書類選考を行い、委員の

承認を得て採択内定を行った。  

 採択内定した企業に対し、支援調査を開始する前に電話やメールによる事前ヒアリング

を行い、当該企業が調査実証研究に協力する意思があるか最終確認を行い正式な支援先と

して採択とする手順を採用した。  

 

図表  4-4：選定基準   
審査基準  配点表  点数  基礎点  加点（最大）  ※記載内容に応じ加点  
  「中小企業」であること  1 1   「中小企業」であること (1) 
  事業承継について既に取

り組んでいる、または、

今後５年以内に事業承継

の検討が必要になると予

想される  

1 1   事業承継について既に取り組ん

でいる、または、今後５年以内

に事業承継の検討が必要になる

と予想される (1) 

1 本事業を活用する目的・

狙いが明確である  
2   2 目的や狙いが具体的に記載され

ている (1) 
目的や狙いが本事業の目的に合

致している (1) 
2 事業承継の時期、事業承

継計画の検討状況、事業

承継先（親族内承継を含

む）が明確である  

2   3 計画がある又は策定途中である

（1）、承継先が決定している

(1)、承継時期（実施年次）が決

まっている (1) 
3 事業承継に対する取組状

況を説明できる  
2   2 これまでの取組について記載さ

れている (1) 
これまでの取組について課題も

記載されている (1) 
4 本事業に対する経営者の

関心度合いが高い  
2   2 経営者が専門家支援時に参加す

るなど関与ができることが確認

できる (2) 
5 社内に体制を準備できる  1   1 検討担当チームをつくって取り

組むことができる (1) 
6 自社の強み・弱みが明確

である  
5   8 強みが明確に記載されている (1) 

さらに、知財の観点から見た強

みの度合で加点（強 (6)、中

（4)、弱（ 2)）  
弱みについても記載されている

(1) 
7 技術やブランドに係る知

財やノウハウ等が説明可

能な内容となっている  

2   3 知財権を保有している (1)、海外

で知財権を保有している (1) 
社内規定等が作成されている (1) 
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8 事業承継について支援等

を受けたことがある  
1   2 専門家・支援機関が具体的に記

載されている (1) 
専門家・支援機関による支援内

容が具体的に記載されている (1) 
9 支援機関等の推薦がある  1   1 支援機関等の推薦について具体

的に記載されている (1) 
10 経済産業省、特許庁、中

小企業庁が実施する補助

金事業に採択されたこと

がある。  

4   6 経済産業省、特許庁、中小企業

庁が実施する補助金事業に採択

されたことがある (6) 

 
 
（２）調査実証研究対象企業の選定結果  

 

 調査実証研究事業応募した１７社について、前述した選定基準をもとに採点作業を行い、

採択内定企業を選定した。なお、選定から漏れた企業に対してその旨連絡し了解を得るほ

か、知的財産に関する課題解決について、INPIT 知財総合支援窓口を紹介するなど、今回

の調査実証研究事業に関わらず知的財産に関する取組を促すこととした。  

 

図表  4-5：選定結果  

番号  企業名  地区  住所  

1001 木下精密工業株式会社  中部  愛知県名古屋市北区丸新町 201 番地  

1003 ローツェ株式会社  中国  広島県福山市神辺町道上 1588-2 

1004 石川金網株式会社  関東  東京都荒川区荒川 5-2-6 

1005 株式会社 INDUSTRIAL-X 関東  東京都渋⾕区渋⾕ 2 丁⽬ 911  

1006 株式会社ハイサーブウエノ  関東  新潟県三条市福島新田丙 2406  

1007 マルチ株式会社  近畿  兵庫県尼崎市道意町 7 丁目 1 番 3 

1008 株式会社コーキ工業  関東  静岡県湖西市白須賀 6252 

1010 有限会社渕田ナノ技研  関東  茨城県つくば市苅間 1561-3 

1011 株式会社みつば電気  近畿  兵庫県尼崎市西難波町 3 丁目 17 番 13

号  

1012 株式会社  多⽥精機グループ  中部  岐⾩県岐⾩市東改⽥字鶴⽥９３番地  

1013 有限会社鈴文  関東  新潟県三条市一ノ門 1 丁目 10-43-5 

1014 株式会社オリーブ技研  近畿  大阪府大阪市北区西天満 3 丁目 5 番 18

号  

1015 板垣金属株式会社  関東  新潟県三条市一ツ屋敷新田 1628 

1016   株式会社丸安精機製作所  関東  長野県諏訪市豊田 2443-2 

1017 株式会社ミクロ化学  関東  長野県中野市新井 337 
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1011 株式会社みつば電気 
近畿 

弁理士・中小企業診断士 鷹津俊一氏

（全回） 

1012 株式会社 多⽥精機グループ 

中部 

中小企業診断士 東條寮氏（2-3 回） 

中小企業診断士 森竜也氏（1 回） 

弁護士・弁理士 加藤光宏氏（全回） 

1013 有限会社鈴文 
関東 

弁理士 押久保政彦氏（全回）  

三条市 

1014 株式会社オリーブ技研 近畿 中小企業診断士 森下勉氏（全回） 

1015 板垣金属株式会社 
関東 

中小企業診断士 東條寮氏（2-3 回） 

三条市 

1016 株式会社丸安精機製作所 
関東 

弁理士 藤掛宗則氏（全回）  

長野県信用組合 

1017 株式会社ミクロ化学 
関東 

弁理士 藤掛宗則氏（全回）  

長野県信用組合 

  

 

図表  4-7：派遣専門家との準備ミーティングからとりまとめまでのフロー  

 

 

 調査実証研究では、調査対象者（中小企業等）が有する知的財産の「見える化」と「磨

き上げ」のプロセスを、専門家による助言等の支援を通じて実施した。その際、支援する

専門家の目線を統一して取り組むことが重要であり、下図の考え方を基本（ベースライン）

として取り組んでいくことをあらかじめ説明した。  
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図表  4-8：派遣専門家との準備ミーティングからとりまとめまでのフロー  

 
 

 

 調査実証研究の専門家訪問回数は 3 回程度を目安とした。支援日程は支援先企業や訪問

専門家との調整のもと設定したが、あらかじめ大凡の期間を想定して調整を行った。  

 

図表  4-9：スケジュール   
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 第 1 回目訪問に際しては、当該企業の知的資産・知的財産の「見える化」の実施を行う

が、その準備段階として、知財活用の前提となる事業全体像・今後の事業の方向性を明確

化することが重要である。このため、専門家が比較的よく活用している汎用的なフレーム

（ビジネスモデルキャンバスや知的資産経営報告書のフレーム等）を活用した。  

 

図表  4-10：汎用的な見える化のフレームの一例   

 

（出所）右図：  中小機構「事業価値を高める経営レポート作成マニュアル改訂版」（ 8～ 9p）より  

 

 「見える化」について、ビジネスモデルキャンバスや経営デザインシートなどの既存の

フォーマットを活用して専門家の知見等を生かし整理していく手法と、専門家が独自に設

計した整理ツールをもとに進めていく手法があった。  

 前者はツールとして一般化されており、企業経営者が自ら作成することも含め取り組み

やすい点が特長としてあげることができる。他方、後者は設計された専門家の知見が生か

されている一報、専門家と一緒に作り上げていくような特徴を有していると言える。  
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（白紙）  
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第２~３回目訪問に際しては、新事業提案等を含めた知的資産・知的財産の「磨き上げ」

を行うこととした。その際、知財活動等における課題（必要な知財活動が実施できていな

いことも含めて）の把握をしつつ、今後実施すべき知財活動の提案をまとめて、アクショ

ンプランとして整理することも含めることとした。  

 新事業提案等や磨き上げについては、専門家によって独自のアプローチがあるが、例え

ば以下のフレームの活用を検討いただくなど企業の状況等に応じた柔軟な対応に努めた。  

 

図表  4-13：磨き上げのフレームの汎用例    

 

 
 

図表  4-14：磨き上げのフレームの汎用例  その２    

  
（出所）特許庁知財金融委員会「最終とりまとめ」より  
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（白紙）  
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（白紙）  
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 一連の「準備」・「見える化」・「磨き上げ」の結果、抽出された課題や各課題に対する企

業における優先度や課題解決の難易度等を踏まえて、以下のようなフレームで具体的なア

クションプランとしてまとめを行った。実施時期を可能な限り具体的に検討してもらい、

今後の活動の進捗を促すような整理を行った。  

 

図表  4-20：アクションプラン取りまとめのフレーム
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ン＆クローズ戦略を含む）、データ利活用戦略とデータ契

約等、様々な知財に係る戦略を構築する。  

1006 株式会社ハイ

サーブウエノ 

新規事業のビジネスモデルの方向性の仮確定と具体的なア

クションの検討を行う。 

現在掲げる事業戦略（2 本柱の事業）において、対外的な価

値発信の準備が十分ではないため、必要な準備に着手し、

今後の展開につなげていく。  

1007 マルチ株式会

社 

「ネズ見ん」と「プラットフォーム検知器」における価値

の見える化を通じた、知財資産経営を継続できる体制の整

備と人材の育成。  

粗利率の高い自社独自製品として期待の高い上記 2 つの商

品について、知財の側面で価値の見える化を図る。その過

程を通じて、知財を通じた価値創造の仕組みとそれを会社

の体制として継続していく重要性を認識し、承継に向けた

仕組み作りと人材育成につなげる。  

1008 株式会社コー

キ工業 

知的資産の承継を切り口とした、事業全体の継続・発展プ

ランを検討する。 

金属加工事業の継続、木材加工事業の発展をバランスに配

慮しつつ取り組む。 

1010 有限会社渕田

ナノ技研 

事業承継のパターンと知財面から見た準備事項を明確に

し、アクションプランを検討する。  

・取り得る事業承継パターンの整理と絞り込み  

・ノウハウの見える化と管理方法の理解  

1011 株式会社みつ

ば電気 

現会長（父）より社長（息子）に代表権を移したことか

ら、会長から社長への承継を掘り下げ、当該資産の継承に

係る取組と、その資産を活かした取組の方向性を検討す

る。  

会長やベテラン社員が有する知的資産の見える化と、当社

事業での当該資産の活用方向について検討する。 

1012 株式会社 多

⽥精機グルー

プ 

金型づくりのノウハウの見える化に資する論点をできるだ

け多面的に議論する。 

承継するべき価値である「生産性」をコア価値とした今後

の磨き上げ活動項目の整理を行う。  

整理した項目の重要度優先順を整理する。 
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1013 有限会社鈴文 収益性を高める新事業の創出を進めるなか承継させる知的

財産・知的資産を把握していく。 

新規開発プロジェクトの推進による社内モチベーション確

保・向上が、以降の事業継続や承継においても有用に関係

すると考え、県が主催する新商品コンペへの出品を通じた

活動を推進する。 

1014 株式会社オリ

ーブ技研 

リソースが限られる中、取組内容の優先順位の検討方法、

事業承継に向けた取組内容の検討方法の考え方を理解す

る。 

今後のありたい姿、企業価値に結びついている資産を整理

することを通じて、ありたい姿の実現・事業承継に向けた

取組内容を整理する。 

1015 板垣金属株式

会社 

経営者と後継者での共通認識を図りつつ、今後のアクショ

ンメニューの項目や優先順について整理を行う。  

事業承継に向けた知的資産・知的財産の整理を通じ、経営

者と後継者の意識共有を図り、共通化できる事業テーマを

洗い出し、その実践を通じた承継活動の実践へと展開させ

る。 

1016 株式会社丸安

精機製作所 

自社製品開発に関する取組を通じて、円滑な事業承継の基

盤をつくる。 

自社製品のブランディングを実現する。  

1017 株式会社ミク

ロ化学 

第三者への承継に際し、当社社員の雇用継続を前提とした

当社の魅力を整理する。 

当社の魅力に関する体系整理を行う。 

 

図表  4-22：派遣した専門家   

 

番号  企業名  専門家  

1001 木下精密工業株式

会社  

中小企業診断士 今西昭一氏（全回）  

弁護士・弁理士 加藤光宏氏（2-3 回）  

1003 ローツェ株式会社  知的資産専門家 吉栖康浩氏（全回）  

弁理士 林茂則氏（3 回）  

1004 石川金網株式会社  中小企業診断士 横田透氏（全回）  

1005 株 式 会 社 知的資産専門家 吉栖康浩氏（全回）  
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INDUSTRIAL-X 弁護士 西田英憲氏（2-3 回）  

1006 株式会社ハイサー

ブウエノ  

弁理士 押久保政彦氏（全回）  

三条市  

1007 マルチ株式会社  中小企業診断士 森下勉氏（全回）  

1008 株式会社コーキ工

業  

弁理士・中小企業診断士 神谷直慈氏（全回）  

蒲郡信用金庫  

1010 有限会社渕田ナノ

技研  

中小企業診断士 横田透氏（全回）  

弁理士 林茂則氏（2-3 回）  

1011 株式会社みつば電

気  
弁理士・中小企業診断士 鷹津俊一氏（全回）  

1012 株式会社  多 ⽥ 精

機グループ  

中小企業診断士 東條寮氏（2-3 回）  

中小企業診断士 森竜也氏（1 回）  

弁護士・弁理士 加藤光宏氏（全回）  

1013 有限会社鈴文  弁理士 押久保政彦氏（全回）  

三条市  

1014 株式会社オリーブ

技研  
中小企業診断士 森下勉氏（全回）  

1015 板垣金属株式会社  中小企業診断士 東條寮氏（2-3 回）  

三条市  

1016 株式会社丸安精機

製作所  

弁理士 藤掛宗則氏（全回）  

長野県信用組合  

1017 株式会社ミクロ化

学  

弁理士 藤掛宗則氏（全回）  

長野県信用組合  
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Ⅴ 中小企業事業承継調査委員会（有識者）委員会の設置と運営  
 

 中小企業の経営・事業活動と知的財産活動の関係性に関する専門的な知見を有する学識

経験者・弁護士・弁理士、また、これまでの我が国の知的財産活用支援施策に関する有識

者など５名（委員長１名を含む）の委員による委員会を設置した。  

 

１．委員会開催概要  
 

（１） 委員について 

 

 委員は、事業承継や知的財産経営に係る支援実績を豊富に有する学識者および専門家候

補より選定を行った。委員会では、調査実証研究の全体に関し、調査の観点や項目、手法、

取りまとめ方針等について議論を行い、指摘や助言を得た。  

 

【委員】 ※敬称略 

佐竹 隆幸 関西学院大学専門職大学院 経営戦略研究科長・教授（委員長）  

押久保政彦 押久保政彦国際商標特許事務所 代表 弁理士 

藤掛 宗則  明和綜合特許デザイン事務所  代表 弁理士 

森下 勉   有限会社ツトム経営研究所 中小企業診断士 

横田 透   つくば未来経営コンサルティング事務所 中小企業診断士・事業承継士  

 

 

（２） 委員会開催について 

 

 日時・場所  議事次第  

第 1 回  令和元年１０月３日（木） 

１０時～１２時  

AP 虎ノ門 Ｊルーム  

１．開会  

２．委員紹介 （委員自己紹介）  

３．討議 （佐竹委員長による進行）  

（１）調査実証研究の進め方・委員会の役割につい

て  

（２）事業承継に関する支援の現状（文献調査）  

（３）事業承継の支援者に対するヒアリング調査に

ついて  

（４）調査実証研究の進め方について  
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（５）マニュアルの作成について  

４．事務連絡 （次回委員会日程について 2,3 回日

程を決定）  

５．閉会  

第 2 回  令 和 元 年 １ ２ 月 ２ ３ 日

（月）１６～１８時  

AP 虎ノ門 Ｊルーム  

１．開会  

２．報告・討議 （佐竹委員長による進行）  

（１）報告  

報告１ 事業承継の支援者に対するヒアリング調査

結果について  

報告２ 調査実証研究の進捗（中間報告）について  

（２）討議  

討議  マニュアルの作成（作成方針およびドラフ

ト作業）について  

３．事務連絡 （次回委員会日程について 第 3 回

日程確認）  

４．閉会  

第 3 回  令和２年３月１３日（金） 

１０～１２時  

AP 新橋 4F ルーム E 

 

１．開会  

２．報告・討議 （佐竹委員長による進行）  

（１）報告  

報告１ 調査実証研究の進捗（経過報告）について  

（２）討議  

討議１ マニュアルの作成（ドラフト案）について  

討議２ 調査実証研究報告書とりまとめについて  

３．事務連絡 （今後のお願いについて）  

４．閉会  
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２．調査実証研究に対する分析・まとめ  
 

 今回の調査実証研究では、委員会委員に複数社の対象企業への派遣による実証研究を行

うこととなった。各委員より研究結果に対する指摘等をまとめた。  

 

（１）調査実証研究対象企業について  

 

 今回の調査実証研究の対象企業は事業承継の側面から大きく３つに分類することができ

ると考える。１つは、事業承継に対する理解が未成熟で、準備段階からの支援（専門家に

よる助言等）が有効であった企業。１つは、事業承継に対する意識や理解は一定以上ある

が、具体的な「見える化」や「磨き上げ」について未着手もしくは試行錯誤の段階で、専

門家を交えた討議を重ねるなかで理解を深め、具体的な行動へと進展できた企業。１つは、

事業承継のうち「経営の承継」は済ませてきたが、知的資産・知的財産といった「知恵の

承継」は部分的なものに留まっており、専門家を交えた新規事業に関するビジネスモデル

の検討等を通じて社内の知恵に目を向け直すきっかけを得た企業の３つに分類する。  

 それぞれの分類において、事業承継の進め方に唯一解があるわけではないが、まず企業

個々の現状を捉えることが重要であり、現状把握を踏まえた知的資産・知的財産の承継の

あるべき方向を企業経営者や後継者候補と議論・検討していくことが重要であるとする示

唆が専門家において共通していた。  

 

 

（２）調査実証研究の内容について  

 

 今回の調査実証研究において、知的資産・知的財産の承継に向けた今後の打ち手に対す

る理解拡大につながったり、経営者の考えをあらためて社内で共有する機会を確保するこ

とにつながったりと、経営者より将来に対する検討に対して前向きなコメントを多く得る

こととなったことから、今回の調査実証研究について一定の評価を得たものと捉える。  

 支援回数の上限との関係もあり、経営者（もしくは後継者候補）に気づきを与え、取る

べき行動を意識し、考えてもらう。さらに、計画的な行動を取ってもらうよう後押しする

ことまでが支援の範囲となったケースが多かった。  

 知的資産・知的財産の承継を扱う支援にあたり、現在収益をあげている事業を検討の対

象をする場合と、今後検討したい新規事業を対象とする場合に区別できた。また、検討体

制については、経営者のみで検討する場合と、後継者（候補）や経営層を交える場合、さ

らに現場担当者（開発部門の従業員ほか）を加える場合もあった。  

 いずれも知的資産・知的財産がどのようにビジネスに関係しているのかを整理し、それ
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を強化することで事業承継時に注意するべき事項や解決事項を明らかしていく支援スタイ

ルは共通であった。  

  

 

（３）今後のフォローアップについて  

 

 今回の調査実証研究の対象企業に共通することとして、今回の３回の訪問支援を通じて

課題認識を社内で共有したり、その解決に向けた取組の端緒につくことができたりした段

階である。一部の対象企業においては、地元自治体、地域金融機関が同席したり、 INPIT

知財総合支援窓口への引継ぎを実施したりしたことでフォローアップ体制を設けたり強化

する結果となったが、体制づくりにあたりこれらの支援機関の関与が重要であることを再

認識することができたと考える。  

 また、一部の対象企業においては、知財専門家との関係強化を実践する企業も複数存在

する。例えば、弁護士との顧問契約を提携し、契約手続きについて迅速に対応できる体制

を確保していくことを進めたり、ブランディングの議論を深めるなか、独自のブランドロ

ゴを案出しつつ、その商標出願を弁理士に個別に依頼したりと、独自の知的財産活動が展

開されたケースもあった。  

 こうした行動を促すことができた理由としては、事業承継という中長期の経営課題を検

討する際に、短期的に解決させた事業上の課題、知的財産面の課題を結びつけて理解でき

たことで、具体的な行動を創発することにつながったと捉えることができる。  

 これらより、具体的な行動を後押ししたり、一層の磨き上げを促したりするようなフォ

ローアップは不可欠と考えられ、伴走役を担う専門家や支援機関を継続して受け入れても

らい、今回整理できた検討課題に計画的に取り組んでもらうことが有用と考える。  

 

 

（４）調査実証研究の分析・まとめ  

 

◯調査実証研究の結果分析  

 今回の調査実証研究においては、対象企業が保有する経営資源としての知的財産に焦点

を絞り、自社の事業承継における知的財産の取扱いについて現状を把握・分析をし、その

上で、専門家による知的資産・知的財産の承継につなげてもらうための助言を実施するこ

とで、事業承継における知的財産の扱い方や知恵の承継の手法について検討する機会を提

供した。  

その結果、対象企業において、事業承継に対する認識や、知恵の承継に向けた準備の状

況を把握しつつ、知的財産面の課題に注目した支援プロセスを積み上げることで、事業承
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＜磨き上げ段階＞  

・ 社内の知的資産・知的財産を蓄積するルールがない。  

・ 事業承継に向けて社内の知的資産・知的財産を強化する取組が

実施できていない。  

・ 知的財産（権）に関する運営方針が定まっていない。  

・ デザイン面の能力向上を図る取組が実施できていない。など  

より難易度の高い

課題（企業により

優先順を考え重点

的に取り組むべき

こと）  

※主なもの  

＜短期的・継続的な対応＞  

・ まずは、事業承継の準備の必要性を認識し、議論を開始するこ

と。  

・ 事業承継時に必要に応じてビジネスモデルについても見える化

し、見直していくこと。  

・ 事業承継に関する相談先（専門家、支援機関）を確保すること。 

・ 承継するべき知的資産・知的財産を明らかにすること、この際、

営業先・仕入先等の営業的な財産のみならず、技術・デザイン・

ブランド等の知的資産についても、財産になることを理解し、そ

の承継方法を検討すること。  

・ 契約締結にするノウハウ等を整理したり、弁護士と顧問契約を

締結したりするといった法務面の準備も進めること。など  

 

＜中長期的な対応＞  

・ 企業の持続的成長を維持するため、技術力・開発力を証明するた

めの知的財産権の改良を実施していく体制・仕組みを整備する

こと。  

・ 社内の発明促進に資するしくみを整えることや、技術のみなら

ず、自社のデザイン・ブランディングに関する取組を進めるこ

と。 など  

 

 

 

 

 

 

◯調査実証研究のまとめ 
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 今回の調査実証研究を通じ、事業承継時に、一般的な財産に加え、知的資産・知的財産

の観点から自社の事業の分析や知的資産・知的財産との関係の整理を行うことで、自社に

おける知的資産・知的財産への意識を持つことの重要性について気づきを与えることがで

きた。このことは、事業承継時において、事業承継と知的財産に関する支援を独立して行

うのではなく、事業承継時に潜む知的財産の問題についても一体的に支援することの有効

性を現しているともいえる。  

 さらに、知的財産の「見える化」や「磨き上げ」の議論は、単に、経営者や後継者にお

ける現在の自社のポジションを再認識する機会となることに留まらず、見える化された潜

在的な知的財産（強み）を活かして今後のビジネスをどのように展開させていきたいのか

という将来像を検討する材料とすることにもつながったケースや、将来像の実現に対する

様々な取組を社内全体で共有させていくことにつながったケースもあった。このような将

来のビジネスのイメージの再確認・共有が経営を進めていく上で重要であることは、経営

の承継前のみならず承継後でも重要であり、企業価値の向上を図るための取組として継続

させていくことが重要となることも確認できた。  

 一般に事業承継には長い時間がかかるとされるため、経営者が定めた当初方針等が様々

な要因で更新・変更され、当初の計画から乖離してしまうことも想定される。着実な事業

承継に取り組むにあたり、事業承継を計画的に取り組んでいくことが重要であることを常

に意識しつつ、定期的な計画の見直しを行いつつ進めていくことが必要であることも確認

ができた。その際には、単に経営者本人や一部の社員のみならず、外部の専門家等を交え

つつ計画の進捗をモニタリングしていくことが計画を着実に進める上でも重要であること

は、今回の調査実証研究に関わっていただいた専門家より共通して指摘されたことでもあ

る。  
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Ⅵ マニュアルの作成  
 

 調査実証研究での成果を中心に、①中小企業等における事業承継の現状と課題、②中小

企業等が事業承継を実行するまでの「見える化」段階や「磨き上げ」段階で留意すべきこ

と、③中小企業等における事業承継支援ニーズ等をマニュアルとしてまとめた。  

 マニュアルでは、経営者向けと中小企業等の支援者向けの２種類を作成した。ただし、

支援者向けを経営者が利用することを排除するものではなく、理解を深めるためのツール

としての活用も想定した内容とした。  

 なお、可能な限り一般化して表現するように留意し特定の業種に偏ることがないように

こころがけた。また、支援者向けにおいて、弁理士等の専門家以外の支援者における知的

資産・知的財産に対する理解度の差異を想定して、可能な限り具体的な事例に則した対応

策を例示し、支援する際の参考となる内容を記載した。  

 

図表  6-1：マニュアルの位置づけ   

 
 

 

１．経営者向けマニュアル  
 

 経営者向けマニュアルでは、経営者自らチェック項目をもとに自分自身や自社の現状を

理解し、知的資産・知的財産の承継について気づきを得てもらうことを重視した。ヒアリ

ング調査において支援する側の認識として、シンプルかつコンパクトな内容であることが

重要との指摘もあり、チェックシートを中心とした内容を設計した。  

 なお、チェックシートは「全てを埋めること」や「何割実現できたら問題がない」とい
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２．支援者向けマニュアル  
 

 支援者向けマニュアルでは、経営者等の支援ニーズを捉えるための手段としてチェック

シートを活用してもらうことを想定し、想定リスクや対応策の一例といった支援者にとっ

て参考となる情報を整理した。想定リスクや対応策はあくまで一例であり、支援者の独自

の知見と併せて活用いただくことで、より適切な支援につながること、それらを踏まえた

知的資産・知的財産の承継に対する支援活動に活用いただく内容となっていることを設計

上重視した。  

 なお、支援者向けマニュアルを経営者が活用することは排除するものではなく、今後の

具体的なアクションを考える際の参考としてもらうことも可能と考える。その際、決して

経営者が独りで考えるのではなく、マニュアルを共通ツールとして扱い、支援者とのコミ

ュニケーションをより円滑に進めてもらうことにも活用できるものと考える。  
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図表  6-3：支援者向けマニュアル  
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３．チェックリスト  
 

 本事業では、２種類のマニュアル案を作成したが、主たる部分をチェックリストで構成

している。  

 ２つのマニュアルに掲載したチェックリストは、事業承継時における知的資産・知的財

産を切り口としたチェック項目がまとめられている先例がなく、知的資産・知的財産をチ

ェックする項目の必要性や利用ニーズの高いという現状を踏まえ、文献調査、ヒアリング

調査、調査実証研究の結果、委員会での検討等に基づいて整理したものである。  

 特に、事業承継に取り組もうとする経営者や後継者、事業承継に取り組む企業を支えて

いく支援者の双方に対して、事業承継時における知的資産・知的財産の観点からの気付き

を与えるとともに、是非とも共有してもらいたい知的資産・知的財産に関する課題・リス

ク等の重要事項を整理している。  

 今後、中小企業等の事業承継に関する問題は一層大きくなっていくとの指摘が多くの専

門家からなされている中、本チェックリストが、より多くの経営者と支援者において、知

的資産・知的財産（知恵）の承継について取りかかる際の一種のコミュニケーションツー

ルとして広く活用されることが期待される。  
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Ⅶ 総括 

 

 本事業では、国内文献調査、ヒアリング調査、調査実証研究での成果をとらえ、今後の

知的財産を切り口とした事業承継の取組拡大に資する施策について取組の方向ならびに留

意点について委員会での議論を重ねつつとりまとめた。  

 前述したマニュアルの利用促進のみならず、こうした施策検討を複合的に取り組み、知

的財産を切り口として事業承継の機運を高めていくことが重要であるとの指摘を委員会の

共通的な認識として示唆をうけており、必要な取組の具体化について引き続き検討してい

くことが重要となる。  

 

取組の方向  留意点ほか  

①事業承継における知的財産・知

的資産を切り口とした準備等の

必要性・有用性の理解増進に係る

周知・啓発の実施  

（中小企業等の経営者向け）  

 

経営者に【気づき】を与え、【興味、関心】に応えるこ

とが重要である。  

■マニュアルを特許庁ホームページで公開する  

■事業承継関連ウェブページとの相互リンクによる  

 周知対象拡大を図る  

②事業承継における知的財産・知

的資産を切り口とした支援実践

を促す支援業務に携わる専門家・

支援機関に対する周知・啓発の実

施  

（支援者向け）  

 

専門家・支援機関に【気づき】を与え、【興味、関心】

に応えることが重要である。  

■マニュアルを特許庁ホームページで公開する  

■専門家団体や支援機関に対する情報提供  

■ウェブページとの相互リンクによる周知対象拡大  

 を図る  

③知的財産・知的資産を切り口と

した事業承継の実践つながる支

援施策情報の提供  

（中小企業等の経営者向け）  

（支援者向け）  

 

活用可能な施策を【調査】し、承継準備を具体化させる

【行動】を促すことが重要である。  

■事業承継の準備に関心のある中小企業等に対する  

 支援サービスの情報提供を行う  

■ INPIT 知財総合支援窓口等を通じたマニュアルの  

 普及啓発は中小企業等における支援ニーズ掘り起こ  

 しも期待される  

 

④知的財産・知的資産を切り口と

した支援実施体制の充実に向け

具体的な【行動】にあたり、中小企業等単独での実施の

リスクを伝え、外部専門家と一緒に【行動】するよう促
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た関係する専門家や支援機関の

連携を促す働きかけの実施  

（支援者向け）  

 

すことが重要である。  

■事業承継と知的財産の支援機関による連携支援を  

 円滑にする事前調整  

■事業承継に対する支援要請に対して、知的財産面の  

 支援ニーズが内在している場合の初動体制を準備  

 

⑤知的財産・知的資産を切り口と

した支援事例情報の共有の実施  

（中小企業等の経営者向け）  

（支援者向け）  

 

【行動】の経過や結果について情報発信してあらたな

【気づき】や【興味、関心】の掘り起こしへとつなげる

ことが重要である。  

■支援機関が提供する事例情報において、事業承継を  

 テーマとした支援実績等の情報発信を集約し、発信  

 していく（マニュアル公開ページからの外部リンク  

 などによる）  

■複数の支援機関により実施された連携実績を関係  

 機関で共有  
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